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本研究は，小学校の通常学級の担任教師の特別支援教育負担意識(以下，負担意識)

とメンタルヘルス要因との関連を検討することを目的とした。質問紙調査の結果，負

担意識尺度の「不安および負担Jと，職場環境ス卜レッサー尺度の「管現職との葛藤J， 

「孤立性J， r多忙性J， r非協働性J，パーンアウト尺度の「情緒的消耗感J， r脱人格化j

との関連が示された。そこで，職場環境を改善し，同僚とのコミュニケーションを円

滑にすることが，障害児を安心して担任するためにも重要であると考えられた。また，

負担意識尺度の「やりがいのなさ」と，職場環境ストレッサー尺度の「非協働性J，自己

効力感尺度の「生徒理解j，パーンアウト尺度の「達成感の後退Jとの関連が示された。

そこで，教師同士が協働作業を通じて児童の理解を深めていくことが教師の障害児を

担任するやりがいにつながる可能性が示唆された。

キーワード:特別支援教育負担意識，自己効力感，職場環境，パーンアウト傾向

問題

教師のメンタルヘルスの悪化が問題視されている。文部科学省 (2010)の調査によると，平成 21

年度に精神疾患によって病気休職した教職員は 5458人であり，悪化の一途を辿っている。この現状

について，江口 (2010) は，一般企業の社員よりも公立学校の教職員の方が精神疾患による病気休

職率が上回っていると報告している。文部科学省も対策に取り組んでいるものの，さらなる研究や

対策が求められている。

教師のメンタルヘルスに関する研究として，うつ病といった精神疾患に関する報告 (中島， 1996) 

に限らず，ストレス(河村， 2002)やパーンアウトといった観点からの検討が行われている。パー

ンアウト症候群とは，精神科医である Freudenberger(1974) によって提唱された概念である。その

後， Maslach & Jackson (J 98 J)によってヒューマンサービス職における専門性を果たせなくなる現

象がより強調され， r長期間にわたり人を援助する過程で，心的エネルギーが絶えず過剰に要求され

た結果，極度の心身の疲労と感情の枯渇を主とする症候群」と定義されている。パーンアウトを測

定する代表的な尺度として MaslachBurnout Inventory (以下，MBI)が知られている (Maslack& Jackson， 

1981 )。わが国では回尾・久保(J996) によって MBI日本語版が作成されている。このように，パ
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ーンアウトを尺度によって量的に測定し，パーンアウト症候群とまではし、かなくても健康とはいえ

ない状態は「バーンアウト傾向」と呼ばれ，教師のメンタルヘルスの指標の lっとして用いられてい

る(高田， 2009) 0 

教師のパーンアウト傾向を規定する要因として，個人的要因，環境的要因，社会・文化的要因と

いう観点から検討が行われている。まず，個人的要因として，教師自身の有効性を指す自己効力感

とパーンアウト傾向との関連の検討が行われており，教師の自己効力感を高めることでパーンアウ

ト傾向の軽減に繋がることが示唆されている (Einar& Sidsel， 2007 ;貝川・鈴木， 2006)。次に，環

境的要因として，教師の多忙さの問題が指摘されている(大阪府教育文化センター， 1996)。柴崎

(2008)は，事務量の増大，多い日で複数回ある会議や係といった仕事の増加によって，気になる

児童への対応ができないという生徒指導上のジレンマがストレスを生み出すと指摘している。また，

八並・新井 (2001)は，教師のパーンアウトは多忙性」を含めた教師の「孤立性」や「協働性J，

「管理職との葛藤」とし、う学校の組織特性が強く作用していると述べている。社会・文化的要因と

して，落合 (2003，2004) は， 日本の教師文化・職務構造の問題だけでなく，教育制度や社会的背

景に関する検討を行っている。中島 (2007)は，教育改革によって新しい制度が導入され，ただで

さえ多忙な教師にさらに多くのストレスを生じさせると述べている O

ところで，文部科学省 (2003)は， r障害の程度等に応じ特別の場で指導を行う『特殊教育』から

障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じて適切な教育的支援を行う『特別支援教育』へ

の転換を図る」ことを示した。そして，学校教育法の改正(文部科学省， 2007) によって，特別支

援教育が本格的に開始され，これまで適切な支援を受けてこなかった発達障害児に対しでも適切な

指導や支援が行われることとなった。これにより，全ての教師が軽度発達障害児への支援という新

たな課題に直面しているという(渡部・武田， 2008)。文部科学省 (2003)は，通常学級の担任教師

が，支援を必要とする児童を担任できるよう弾力的な体制を整えるための方針を示しているが，障

害児を担任することに対する教師の不安や負担(橘・津村・吉永， 2004;内外教育， 2008)が指摘

されている。遠矢 (2007) は，自分の周囲に発達障害について理解している教師が少ないと考える

教師ほど，発達障害児が通常学級に在籍することでクラスメイトに及ぶ負の影響が大きいと報告し

ており，同僚からの理解の重要性を指摘している。江口 (2006) は，担任教師が軽度発達障害児や

その保護者の対応に苦慮し，うつ状態から退職するケースが後を絶たないと報告している。さらに，

医学的診断の無い発達障害傾向児の学級内有無とパーンアウト傾向との関連も報告されている(高

田， 2010)0 

このように，障害児を担任する教師のメンタルヘルスの悪化が懸念されるなか，障害児を担任す

る教師の意識が注目されている。位頭(1997)は「教師が，障害児及び障害児教育についてどのよ

うな認識を有するかによって，学級の健常児の意識や態度が他の健常児に与える影響は大きしリと

して，教師の障害児教育に対する意識が学級運営に大きく影響すると指摘している。しかし，この

ような意識と教師のメンタルヘルスとの関連を検討した研究は見あたらなかった。そこで，高間

(2009)は教師のパーンアウト傾向を規定する要因を検討するため，通常学級に障害児がし、ると想

定した場合に教師自身にどのような影響を与えるのかという意識，すなわち特別支援教育負担意識
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(以下，負担意識)に注目し，尺度を作成した。そして負担意識，職場環境ストレッサー，自己効

力感及びパーンアウト傾向がどのように影響し合うか共分散構造分析によるモデルの検討を行った。

しかし新しい概念である負担意識と関連する要因について具体的には検討されていない。

そこで本研究では，小学校教師の負担意識と関連する要因を明らかにするため，教師のメンタル

ヘルスの指標である職場環境ストレッサー，自己効力感及びパーンアウト傾向との関連を検討する

ことを目的とした。

方法

調査手続き及ぴ調査方法

A県 B市教育委員会を経由し， 2008年の9月から 10月にかけて，各学年 2学級以上の公立小学

校 108校の校長宛に，質問紙調査の概要と協力依頼状を送付した。そのうち，協力可の回答のあっ

た 27校の通常学級の担任全員(高1)担任は除く)508名に対し，郵送法による無記名自記式質問紙

調査を実施したc なお，調査の目的，自由意志による回答，個人情報やプライパシーの保護など，

研究上の倫理についての説明を質問紙の表紙に記載し，調査では個人情報を保護するため，無記名

で回答してもらい，回答済みの質問紙は回答者自身に個別に郵送してもらった。

調査時期

調査時期は， 2008年 10月 1日 11月 31日であった。

分析対象者

回答のあった 235名(回収率 46.3%)のうち，欠損値のあった 29名を除いた有効回答は 206名

(有効回答率 40.1%)であった。また，分析対象者の内訳は，男性 69名，女性 137名，平均年齢

は42.5歳 (SD=9.8)であった。

質問紙の構成

質問紙の構成は，以下の通りであった。

(I)負担意識を測定する尺度 教師の負担意識を測定する項目として，田川|・江田・前田・篠原

(2000)が作成した尺度を改変した高田 (2009)の尺度を使用した。本尺度は 14項目から構成され，

「不安および負担J(7項目)， IやりがいのなさJ(7項目)の 2下位尺度から成る。各項目とも「そ

う思わない(J点)Jから「そう思う (5点)Jまでの 5件法で回答を求めた。得点、が高いほど通常学

級に障害児を担任すると想定した場合の教師の負担意識が強いことを示す。 Cronbachのα係数は.83

-.80の範囲であった。

(2)職場環境ストレッサーを測定する尺度 教師が職場環境に対して認知するストレッサーの程

度を測定する尺度として，八並・新井 (2001) が作成した「教師の職場環境に関する組織特性」尺

度を使用した。本尺度は 15項目から構成され管理職との葛藤J(4項目)， I多忙性J(4項目)， 

「孤立性J(4項目)， I非協働性J(3項目)の 4下位尺度から成る。各項目についてまったくな

い(I点)Jから川、つもある (5点)Jの5件法で回答を求めた。得点が高いほど，教師が職場内に

おいて認知しているストレッサーが多いことを示す。Cronbachのα係数は 88-.70の範囲にあった。

(3) 自己効力感を測定する尺度 教師の自己効力感を測定する項目として，松尾・清水 (2007) が
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作成した小学校教師に特化したノト学校教師版自己効力感尺度(以下，自己効力感尺度)を使用した。

自己効力感尺度は 12項目で構成され生徒理解J(4項目)， I教師理解J(4項目)， I生徒指導J(4 

項目)の 3下位尺度から成る。各項目とも「そう思わない (1点)Jから 「そう思う (4点)Jまでの

4件法で回答を求めた。得点が高いほど，児童のことを指導・理解することができ，教師からも理

解されている左いう効力J惑が強いことを示す。 Cronbachのα係数は 82-.76の範囲であった。

(4)パーンアウト傾向を測定する尺度 教師のパーンアウト傾向を測定するため， (日本版)パー

ンアウト尺度(久保， 1999) を教師用に修正した伊藤 (2000) の尺度を使用した。本尺度は↑青

緒的消耗感J(5項目)， I脱人格化J(6項目)， I達成感の後退J(6項目)の 3下位尺度から成る o

各項目について「ない (1点)Jから「し、つもある (5点)Jまでの 5件法で回答を求めた。なお達

成感の後退」は逆転項目として計算している。 「情緒的消耗感」は心理的な疲労感，虚脱感のことで

ある。「脱人格化」とは，煩わしい人間関係を避けたり，個人の人格を無視して機械的な対応を行う

傾向達成感の後退Jは，仕事に伴って感じる達成感が低下している状態を示す。これら 3下位尺

度のそれぞれの得点が高いほど，その傾向が強いことを示す。 Cronbachのα係数は.81-.79の範囲

であった。

(5)基本的属性 性別，年齢，教職経験年数，学年について回答を求めた。

分析方法

負担意識と関連する要因を検討するため，負担意識の下位尺度の高低(平均値)を独立変数，職

場環境ストレッサー，自己効力感及びパーンアウト傾向尺度の各下位尺度得点を従属変数とする l

要因の分散分析を行った。主効果がみられるところについては，多重比較を行った。

結果

本研究における各尺度の下位尺度の評定平均値及び標準偏差を Tab1e1に示した。

次に，分散分析を行った結果 (Tab1e2)，職場環境ストレッサー尺度の「管理職との葛藤jにおい

て不安および負担j の主効果が認められ (F(1，200) =9.23，pく.00，高群が低群よりも有意に高

かった。次に， I多忙性jにおいて不安および負担」の主効果が認められ (F(1，200) =4.57， pく 05)， 

高群が低群よりも有意に高かった。「孤立性」において， I不安および負担」の主効果が認められ (F

(1，200) =8.58， pく 01)，高群が低群よりも有意に高かった。「非協働性j において不安および負

担」の主効果が認められ (F(1，200) =4.89，pく.05)，高群が低群よりも有意に高かった。またや

りがいのなさ」の主効果が認められ (F(1，200) =6.54ラpく.05)，高群が低群よりも有意に高かった。

次に，自己効力感尺度について同様の分析を行ったところ生徒理解」においてやりがし、の

なさ」の主効果が認められ (F(1，200) =4.95，pく05)，低群が高群よりも有意に高かった。

最後に，パーンアウト傾向尺度について同様の分析を行ったところ， I情緒的消耗感Jにおいて不

安および負担」の主効果が認められ (F(1，200) =13.09，p<.01)， 高群が低群よりも有意に高かった。

次に脱人格化Jにおいても不安および負担」の主効果が認められ (F(1，200) =6.77，pく.05)， 

高群が低群よりも有意に高かった。また達成感の後退」においてやりがいのなさJの主効果

が認められ (F(1ラ200)=4.86， pく.05)，高群が低群よりも有意に高かった。
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Table 1 
各下位尺度の評定平均値と標準偏差

凡4 SD 

不安および負担 3.43 0.81 
負担意識

やりがいのなさ 2.08 0.62 

管理職との葛藤 2.43 0.88 

多忙性 3.23 0.83 
職場環境ストレッサー 孤立性 2.35 0.70 

非協(動性 2.28 0.83 

生徒理解 3.01 0.41 

自己効力感 教師理解 2.84 0.49 

生徒指導 2.80 0.53 

情緒的消耗感 2.87 0.91 

ノtーンアウト傾向 脱人格化 1.74 0.72 

達成感の後退 3.23 0.71 

Table 2 
負担意識の高低と職場環境ストレッサー，自己効力感，パーンアウト傾向の分散分析結果

不安および負担 やりがいのなさ

高群 低群 高群 低群

口二105 n=IOI n=93 n=113 

平均 (SD) 平均 (SD) F値 平均 (SD) 平均 (SD) F値

管理職との葛藤 2.55 (0.93) 2.30 (080) 9.23料 2.56 (0.91) 2.32 (084) 0.70 

職場環境スト レッサー多忙性
3.39 (0.85) 3.07 (078) 4.57キ 3.33 (0.82) 3.15 (084) 1.54 

孤立性 2.48 (075) 2.20 (0.62) 8.58" 2.47 (0.71) 2.24 (068) 1.73 

非協働性 2.39 (0.88) 2.16 (076) 4.89ホ 2.49 (0.85) 2.10 (0.78) 6.54 • 

生徒理解 2.98 (0.44) 3.05 (0.38) 0.99 2.92 (0.42) 3.10 (0.40) 4.95 • 

自己効力感 教師理解 2.87 (0.50) 2.81 (0.49) 0.49 2.81 (0.52) 2.86 (0.48) 0.31 

生徒指導 2.78 (0.56) 2.82 (0.50) 0.23 2.77 (0.55) 2.83 (0.51) 0.58 

情緒的消耗感 3.08 (0.94) 2.64 (0.82) 13.09" 2.94 (0.87) 2.81 (091) 0.76 

ノミーンアウト傾向 脱人格化 1.87 (0.76) 1.60 (0.64) 6.77 • 1.85 (0.77) 1.64 (0.66) 1.79 

達成感の後退 3.23 (0.67) 3.22 (075) 0.10 3.41 (0.66) 3.08 (0.72) 4.86ホ

キpく 05、 "pく 01

考察

「不安および負担」に関連する要因について

負担意識の中でも障害児を担任する不安や負担と職場環境ストレッサーやパーンアウト傾向との

関連は認められた。具体的には，障害児を担任することに不安や負担を高く感じている教師は，管

理職との葛藤，多忙感，同僚からの孤立や非協働性といった職場環境ストレッサーを高く感じてお

り，心理的にも消耗し，人と距離を取っている状態であることが示された。このことから，教師自

身も多忙で疲れており，不安や困ったことがあったとしても，周囲に安心して相談できる人が乏し

いと感じている教師が少なからず存在する可能性が考えられた。その背景として，管理職からの評

価を懸念したり，たとえ相談しでも理解してもらえないのではなし、かと教師が感じている可能性も

考えられる (石川・中野， 2001)0 また，久保 (2004)によると脱人格化」は，情緒的資源を失っ

た人がさらなる消耗を防ぐために，人と距離を取ることで白己防衛している状態であると述べてい
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る。そのため脱人格化jの高い教師は，職場環境における教師達と距離を取っているだけでなく，

障害児に対しでも，仕事と割り切って関わっている可能性が考えられた。さらに，新井(I999)は

「孤立性」が最も重要なパーンアウトの傾向要因の lつであると指摘していることからも，同僚か

らの孤立や指導上の困難を相談できない状況に教師を追い込まないような雰囲気作りが重要である o

具体的には，業務の軽減や，特別支援コーディネーターやスクールカウンセラーは勿論のこと，教

員問で日常的にコミュニケーションをスムーズに行えるような協働的で支え合える雰囲気作り(坂

本・阿蘇， 2010)が障害児を安心して担任するためにも重要で、あると考えられる。

「やりがいのなさ』に関連する要因について

まずやりがいのなさ」と「生徒理解j との関連が示され，負担意識と一部の自己効力感が関連

していることが明らかになった。具体的には，児童を理解できるという感覚が，教師の特別支援教

育に対するやりがし、と関連していることが示された。この結果は，筆者の検討 (2009)では示され

ておらず，本研究の成果であると考えられ，教師が児童に対する理解を深めていくことの重要性を

示すものである左考えられた。

また，障害児を担任することにやりがし、を見いだせない教師ほど，教師集団における協働性の不

足を感じているだけでなく，達成感が得られていないことが示された。このととは，教師自身が自

分の教育に対する評価や成果を実感できることがなく，教育に対する動機付けが乏しくなっている

教師が存在することを意味している。新井(I999)は，パーンアウト傾向の中でも「達成感の後退」

の高い教師達に対し，同僚との協働性を高める工夫が必要であると述べている。具体的には，情緒

的な支援に限らず，実際に共に作業をすることを通じて教育上の喜びや充実感を手にすることの重

要性を述べている。さらに，学校の協働体制の基盤作りとして，校内研修に全員参加で体験型の事

例研究法であるインシデントプロセス法を取り入れることを推奨しており，教師のパーンアウト傾

向の軽減効果を実証している。さらに，赤嶺・緒方 (2009) は，ケース会議を通じて共通理解を重

ね，支援によって生じる「子どもの変容Jを実感することで教師の意識が変化すると指摘している。

これらの先行研究に本研究の知見を加えると，教師が会議や研修で実際に協働作業を行うことを通

じて児童に対する理解を深め，理解に応じた支援や実践によって児童の変化を実感していくととが，

バーンアウトの軽減のみならず，障害児を担任するやりがし、に繋がると考えられる。

今後の課題

本研究における課題は 2点である。第 lに，本研究においては負担意識と関連する要因として，

職場環境や自己効力感との関連が認められた。しかし，本研究では他の要因との検討が行われてい

ない。例えば，通常学級での教師の特別支援教育に対する意識に関連する要因として，特別支援教

育の経験や研修機会の有無が関連していることが知られている(小島・吉利・石橋・平賀・片岡・

是永・丸山・水内， 201 I)。そのため，今後は負担意識と関連する個人の経験要因を中心とした検討

が必要である。第 2に，負担意識を軽減するためのプログラムの開発である。新井 (1999)は，不

登校児を対象とした事例検討法によってパーンアウト傾向の低減効果を実証している。しかし，障

害児を対象とした事例検討法によって，負担意識に低減効果があるかという検証もまだ行われてい

ない。そのため，今後は障害児への適切な支援企いう観点からも，パーンアウト傾向の低減のみな
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らず，負担意識の低減をめざしたプログラムの開発が必要である。
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